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1920年代台湾における中等・高等教育と地域社会─
─南部における学校設立運動に着目して
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　地方制度改正から 2年後の 1922年には、第 2次台湾教育令が制定された。同令は、台
湾人向けの学校制度を体系化した第 1次台湾教育令（1919年）の内容を一部変更し、中等
以上の学校における日・台人共学（以下、共学制）を認めるものであった。
　上述の改正は、台湾の地域社会に次のような変化をもたらした。
　1920年の地方制度改正後、協議会などを通じて地方行政の場に日・台の民間人が参画
できるようになり、これ以降一部の地域からは、総督府や州当局に対し地元振興に関する
請願や陳情がなされるようになった。加えて 1922年の共学制施行が、地域利害を刺激し、
中等以上の学校をめぐり地域間対立を誘発する構造を形成した。こうした状況は、1920
年代から 30年代にかけて植民地支配の一定の「安定」に伴い徐々に都市化が進行し、中
間層を中心に進学熱が高まる傾向が見られ始めるという社会変容と呼応していた。都市化
や教育の大衆化といった、一般に近代化に伴って生じると考えられている社会変容は、植
民地支配という状況と複雑に絡み合いながら進行したと考えられる。こうした社会変容の
あり方を明らかにするには、地域社会において中等・高等教育機関の支持基盤がどのよう
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